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１．はじめに

平成 28 年 3 月 7 日、当社の再処理事業部（以下、「再処理」という。）で設置

運用されている高周波利用設備（分析装置）の設備増設に関し、その変更許可

申請手続の進め方等を確認するため東北総合通信局へ連絡した。その際に、当

社が保有している許可状に記載されている許可番号を東北総合通信局に伝えた

ところ、当社に与えられたものではないことが明らかとなった。さらに、当該

設備に対する許可状、および過去に設備を増設した際の変更許可申請書類を当

社から東北総合通信局に FAX にて送付したが、許可状は東北総合通信局で作成

されたものではなく、許可申請書類も東北総合通信局で処理されていないこと

が判明した。 

これに伴い、平成 28 年 3 月 16 日付東通環第 55 号「電波法第 81 条に基づく

報告の徴収について」により、東北総合通信局長から、当社が設置している高

周波利用設備について、（１）許可の番号（該当する許可がない場合その旨）、（２）

許可の年月日、（３）高周波利用設備設置（変更）許可申請書の提出年月日、（４）

東北総合通信局長名で印影のある高周波利用設備許可状の写し、（５）写し証明

の表示のある高周波利用設備申請書（届書）の添付書類の写し、（６）その他参

考となる事項について報告をするよう指示を受けた。 

これに対し、平成 28 年 3 月 24 日付 2015 業総発第 280 号（平成 28 年 3 月 30

日一部改正）「高周波利用設備に係る調査報告」により、当社の再処理で１４設

備、濃縮事業部（以下、「濃縮」という。）で５設備（計１９設備）の申請漏れ

を確認したこと、当該設備について直ちに使用停止等の措置を講じたこと等を

報告し、これら設備の申請漏れの原因および再発防止対策について、引き続き

調査および検討を行い、まとまり次第、別途報告することとしていた。 

また、平成 28年 4月 5日上記指示に関連し、当社が過去に許可を得ず利用し、

既に廃棄済みの高周波利用設備についても調査し報告するよう指示を受けた。 

本報告は、平成 28 年 3 月 24 日の当社報告に関し、申請漏れに至った原因お

よび再発防止対策を取りまとめた結果と平成 28年 4月 5日の東北総合通信局の

指示に対する調査結果を報告するものである。 

２．高周波利用設備に係る追加調査

過去に許可を得ず利用し、既に廃棄済みの高周波利用設備についても調査し

報告することとの指示（平成 28 年 4 月 5 日付）に基づき、全社・全事業所を対

象に、既に廃棄済みの高周波利用設備を除却済みデータ等により対象となる設

備を抽出し、調査を行った。その結果、再処理で申請漏れの設備が１件確認さ

れた。（添付資料－１「未申請設備一覧」のうち再処理事業部 No.15 の設備） 

また、当社が所有している高周波利用設備のうち、事務所および社員寮の食

堂厨房に設置している高周波利用設備を対象に設置経緯および利用形態ならび

に電波法に定める要求事項を調査した結果、新たに２１設備について高周波利

用設備の申請漏れを確認した。 

これにより申請漏れが確認された高周波利用設備は、再処理で１５設備、濃

縮で５設備、厨房で２１設備となった。（添付資料－１参照） 
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３．高周波利用設備の申請漏れの発生した原因調査

３．１ 原因調査の方針

当社は、濃縮、埋設、再処理および燃料製造の計４事業部と管理組織（室・

本部）で事業を行っている。このうち各事業部は、それぞれが管理する施設毎

に法令に基づく許認可を受け事業に係る活動をしていることから、各施設の運

用に係る法令手続は、各施設を所掌する各事業部等が定めるルールに基づき行

われている。そのため、高周波利用設備の申請漏れが発生した原因の調査は、

高周波利用設備に係る各事業部等が定めるルールを確認のうえ、高周波利用設

備に係る一連の業務がどのように行なわれたかを、当該設備に係る調達段階、

許可申請等の申請手続き段階および許可取得後の３段階に分け、個々の事案毎

に出来事流れ図を作成し、業務プロセス単位で事実関係を整理した後、原因を

抽出した。

なお、原因の調査は、高周波利用設備の申請漏れが確認された再処理、濃縮

および経営本部（※）を対象とし、それ以外の事業部および室・本部について

は、「１．はじめに」および「２．高周波利用設備に係る追加調査」の調査結果

より、高周波利用設備を所有していないことを確認したため、対象外とした。

※厨房設備に係る調達および許認可申請等の手続きを所管（以下、「厨房」と

いう。）

３．２ 高周波利用設備に係るルール

３．２．１ 調達段階

（１）再処理

購入等に係る契約発注等の調達段階において、調達先（メーカ等）から

購入等を行う物品が電波法による許可申請手続きが必要なものである旨の

情報提供を受ける。

  ［規定類］

・「資材契約事務要則」別冊（その１）：１頁第３条、２頁第９条

・「再処理事業部 調達管理要領」別添１－１、別添１－２、別添１－３：

１頁４項(1)、２３頁１２項(4) 

（２）濃縮

購入等に係る契約発注等の調達段階において、調達先から購入等を行う

物品が電波法による許可申請手続きが必要なものである旨の情報提供を受

ける。

  ［規定類］

・「資材契約事務要則」別冊（その１）：１頁第３条、２頁第９条

・「購買文書作成の手引き」別表－１：（４／１２）(13)、（１２／１２）

(9) 

（３）厨房

購入等に係る契約発注等の調達段階において、調達先から購入等を行う物

品が電波法による許可申請手続きが必要なものである旨の情報提供を受ける。
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  ［規定類］

・「資材契約事務要則」 別冊（その１）：１頁第３条、２頁第９条

３．２．２ 許可申請等の申請手続き段階

（１）再処理

主管課（設備の調達を行い、設置、使用する箇所）は調達先（メーカ等）

からの情報提供に基づき、申請に必要な社内手続を行い、安全管理部作業

安全課（以下、「作業安全課」という。）が官庁への申請等の手続を行う。

  ［規定類］

・「再処理事業部 地元官庁等に係る手続き業務要領」（以下、「再処理ル

ール」という。）

（２）濃縮

濃縮のうち、ウラン濃縮工場については、濃縮運転部濃縮技術課が調達

先からの情報提供に基づき、変更許可申請に必要な社内手続を行い、官庁

への申請手続き等を行う。

  ［規定類］

・「ウラン濃縮工場 官庁等手続業務要領」および「濃縮運転部共通業務

および濃縮技術課管理Ｇｒ業務マニュアル」（以下、「ウラン濃縮工場

ルール」という。）

・ウラン濃縮技術開発センター（以下、「研究開発棟」という。）につい

ては、官庁への申請手続き等に係るルールはない。

（３）厨房

官庁への申請手続き等に係るルールはない。

３．２．３ 許可状等取得後の管理

（１）再処理

官庁から受領した申請書（副本）等について、作業安全課において社内

の資料センターへ登録・保管する。

  ［規定類］

・再処理ルール

（２）濃縮

濃縮のうち、ウラン濃縮工場については、官庁から受領した当社控え（提

出先受付印押印版、写し等）を関連ファイルに保管する。

  ［規定類］

・ウラン濃縮工場ルール

・研究開発棟については、許可状等取得後の管理方法に係るルールはな

い。

（３）厨房

許可状等取得後の管理方法に係るルールはない。
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３．３ 調達段階における原因調査の結果と問題点

３．３．１ 調査結果

３．２．１のとおり、当社は、調達する物品の電波法に係る許可申請手続

きの必要性は、契約発注を行なった後、調達先（メーカ等）から調達する物

品が電波法による許可申請手続きが必要なものである旨の情報提供を受ける

ことにより認識し、許可申請手続きに移行することとしていた。（資材契約事

務要則）

しかしながら、資材契約事務要則の記載は、具体性に欠け、また、各事業

部とも、電波法に対する知識、認識が不十分な中で、物品を調達する際、電

波法に係る許可申請手続きの必要性の有無について、調達先への十分な確認

が行なわれなかったため、申請手続きに移行できていなかった。 

（１）再処理 

申請漏れが確認された高周波利用設備１５設備のうち７設備（表－１参

照）において、調達先からの情報提供が行なわれていない事実を確認又は

書類等により情報提供が行なわれた形跡を確認できなかった。 

［表－１］

No.*1 建 屋 高周波利用設備 

1 第１低レベル廃棄物貯蔵建屋 半導体式低ノイズウェルダー 

2 分析建屋 高周波シーラー 

8 ガラス固化体受入れ建屋 高周波加熱器 

9 ガラス固化体貯蔵建屋 高周波シーラー 

11 技術開発研究所 高周波シーラー 

12 再処理建設事務所 高周波シーラー 

15 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 スイーブ型超音波洗浄機 

 *1 添付資料－１「未申請設備一覧」のうち再処理事業部の設備 No. 

（２）濃縮

申請漏れが確認された高周波利用設備５設備のうち４設備（表－２参照）

において、調達先からの情報提供が行なわれていない事実を確認又は書類

等による情報提供が行なわれた形跡を確認できなかった。残りの１設備（分

析装置）については、調達先から取扱説明書等により、申請が必要である

旨の情報提供が行われたものの、当社が申請の必要性を見逃し、申請手続

きに移行できなかった。 

［表－２］ 

No.*2 建 屋 高周波利用設備 

1 ウラン濃縮工場 高周波シーラー 

2 ウラン濃縮工場 超音波洗浄器 

3 ウラン濃縮工場 超音波洗浄器 

5 研究開発棟 高周波シーラー 

 *2 添付資料－１「未申請設備一覧」のうち濃縮事業部の設備 No. 
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（３）厨房 

申請漏れが確認された高周波利用設備２１設備のうち１３設備（表－３

参照）において、調達先からの情報提供が行なわれていない事実を確認又

は書類等により情報提供が行なわれた形跡を確認できなかった。残りの８

設備においては、取扱説明書等により申請が必要である旨の情報提供があ

ったものの、当社が申請の必要性を見逃し、申請手続きに移行できなかっ

た。 

  ［表－３］

No.*3 建 屋 高周波利用設備 

1 濃縮・埋設事務所 ＩＨテーブル 

4 事務本館 ＩＨローレンジ 

5 事務本館 ＩＨローレンジ 

6 事務本館 ＩＨローレンジ 

8 事務本館 ＩＨクッキングヒーター 

14 再処理事務所 ＩＨテーブル 

15 再処理事務所 ＩＨローレンジ 

16 再処理事務所 ＩＨローレンジ 

17 再処理事務所 ＩＨローレンジ 

18 再処理事務所 ＩＨローレンジ

19 再処理事務所 ＩＨローレンジ 

20 レイクタウン寮２番館 ＩＨローレンジ 

21 レイクタウン寮３番館 ＩＨローレンジ 

*3 添付資料－１「未申請設備一覧」のうち厨房設備の設備 No. 

３．３．２ 調達段階の業務プロセスにおける問題点

調達段階から許可申請等の手続きに移行できていない事実から、調達段階

の業務プロセスにおいて以下の問題点があることを確認した。

（１）再処理

①調達先からの情報提供がなかった場合に許可申請等の手続きに移行でき

ていない事実が多く見られたことからも、当社側に電波法に対する知識、

認識が欠けていた。

（問題点①：法令に対する知識、認識不足） 

②関係法令を遵守する等の一般的な要求事項はあるものの、調達する設備

が電波法に係る許可申請等の手続きを必要とするものである旨の情報提

供を調達先に促すための仕組みがない。

（問題点②：仕組みの不足１）

③電波法に基づく許可申請等の必要性について、書類によるやり取りを行

っているケースも確認されたが、見積段階の書類や取扱説明書等情報提

供の結果を残す書類が統一されていない。 

（問題点③：仕組みの不足２）
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④申請すべき部署で、許可申請等の手続きが行われず必要な許可を受けて

いない場合に、許可申請等の手続きが実施できていない事を確認する仕

組みがない。

（問題点④：仕組みの不足３） 

（２）濃縮

①調達先からの情報提供がなかった場合に許可申請等の手続きに移行でき

ていない事実が多く見られたことからも、当社側に電波法に対する知識、

認識が欠けていた。

（問題点①：法令に対する知識、認識不足）

②関係法令を遵守する等の一般的な要求事項はあるものの、調達する設備

が電波法に係る許可申請等の手続きを必要とするものである旨の情報提

供を調達先に促すための仕組みがない。

（問題点②：仕組みの不足１）

③電波法に基づく許可申請等の必要性について、書類によるやり取りを行

っているケースも確認されたが、見積段階の書類や取扱説明書等情報提

供の結果を残す書類が統一されていない。 

（問題点③：仕組みの不足２）

④申請すべき部署で、許可申請等の手続きが行われず必要な許可を受けて

いない場合に、許可申請等の手続きが実施できていない事を確認する仕

組みがない。

（問題点④：仕組みの不足３） 

⑤濃縮のうち、研究開発棟では、電波法に基づく許可申請等を実施すべき

部署が社内ルールで明確に規定されていない。

（問題点⑤：仕組みの不足４） 

（３）厨房

①調達先からの情報提供がなかった場合に許可申請等の手続きに移行でき

ていない事実が多く見られたことからも、当社側に電波法に対する知識、

認識が欠けていた。

（問題点①：法令に対する知識、認識不足）

②関係法令を遵守する等の一般的な要求事項はあるものの、調達する設備

が電波法に係る許可申請等の手続きを必要とするものである旨の情報提

供を調達先に促すための仕組みがない。

（問題点②：仕組みの不足１）

③電波法に基づく許可申請等の必要性について、書類によるやり取りを行

っているケースも確認されたが、見積段階の書類や取扱説明書等情報提

供の結果を残す書類が統一されていない。 

（問題点③：仕組みの不足２） 

④申請すべき部署で、許可申請等の手続きが行われず必要な許可を受けて

いない場合に、許可申請等の手続きが実施できていない事を確認する仕

組みがない。

（問題点④：仕組みの不足３）
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⑤電波法に基づく許可申請等を実施すべき部署が社内ルールで明確に規定

されていない。

（問題点⑤：仕組みの不足４）

３．４ 許可申請等の申請手続き段階における原因調査の結果と問題点

３．４．１ 調査結果

（１）再処理

調達段階での調達先（メーカ等）からの情報提供に基づき、再処理ルー

ルに基づき主管課が申請に必要な社内手続きを行い、作業安全課が官庁へ

の申請等の手続きを行っている。

申請漏れが確認された高周波利用設備１５設備のうち８設備（分析装置）

は、調達段階での調達先からの情報提供により、社内手続きに移行してい

るにもかかわらず、作業安全課から申請手続きが適正に行われなかった。

（２）濃縮

濃縮のうち、ウラン濃縮工場は、ウラン濃縮工場ルールに基づき申請等

の手続きを行うことになっている。また、研究開発棟については、電波法

の申請手続きに係る社内ルールがない。

申請漏れが確認された高周波利用設備５設備全てが申請手続きに移行で

きていなかった。

（３）厨房

電波法の申請手続きに係るルールがない。

申請漏れが確認された高周波利用設備２１設備全てが申請手続きに移行

できていなかった。

３．４．２ 許可申請等に係る業務の流れ

（１）再処理

主管課(設置・使用箇所) 作業安全課(申請箇所) 東北総合通信局 規定類 

・再処理事業部 地元官

庁等に係る手続業務要

領 

・稟議規程 

・稟議書記載要則 

・公印規程 

・公印取扱要則 

・再処理事業部 地元官

庁等に係る手続業務要

領 

原本の保管 

記載事項等の確認 

全体計画の作成・掲示 

申請書の受理 

法手続計画・実績一覧表 

申請・届出内容確認票 

稟議書 

官庁対応記録票 官庁対応記録票 

許可状等の発行 

申請等の計画立案 

実施稟議起案・決裁 

申請書(案)作成 

申請書による申請依頼 申請書による申請 

許可状等の受理 口頭連絡又は許可状

等のコピー受領 

申請書への会社公印 

の押捺 

は、規程類に基づく書式の名称 
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変更・廃止等の手続は上

記と同じ。 

（２）濃縮（ウラン濃縮工場のみ）

濃縮技術課 東北総合通信局 規定類 

・ウラン濃縮工場 官庁

等手続業務要領 

・濃縮運転部共通業務お

よび濃縮技術課管理

Ｇｒ業務マニュアル 

・稟議規程 

・稟議書記載要則 

・公印規程 

・公印取扱要則 

・ウラン濃縮工場 官庁

等手続業務要領 

・濃縮運転部共通業務お

よび濃縮技術課管理

Ｇｒ業務マニュアル 

変更・廃止等の手続は上

記と同じ。 

（３）厨房

電波法の申請手続きに係るルールがなく、業務の流れを示すことができ

ない。

３．４．３ 許可申請等の段階の業務プロセスにおける問題点

（１）再処理

調達段階での調達先（メーカ等）からの情報提供により、申請手続きに

移行した高周波利用設備８設備（分析装置）については、いずれも主管課

による社内手続きは適切に実施されたが、作業安全課による申請手続きが

行われていなかったことにより申請漏れが発生していることが確認された

ことから、作業安全課担当者が東北総合通信局への申請書の送付等の手続

きを失念若しくは放置していたことが、申請漏れの直接的な問題点である

と考える。

また、許可申請等の段階の業務プロセスにおいて、上記の直接的な問題

点が発生又はその問題点を誘発した問題点は、以下のとおりである。

①再処理ルールにおいて、管理様式として定められている「法手続計画・

実績一覧表」による計画策定時および実績確認の段階において、作業安

全体計画の実績・掲示 

(年１回実施) 

使用、変更・廃止 

法手続計画・実績一覧表 

実施稟議起案・決裁 

申請書(案)作成 

使用、変更・廃止 

稟議書 

申請書による申請 

許可状等の受領 

申請書の受理 

許可状等の発行 

申請書への会社公印 

の押捺 

原本の保管 
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全課内での複数人によるチェックおよび作業安全課長の承認が行われて

いない。 

（問題点⑥：業務の管理不足） 

②作業安全課長が再処理ルールに基づく業務管理を行っていない。

（問題点⑦：ルールに基づく業務の管理不足） 

③電波法の許可申請等の依頼が担当者間のメール等によるやり取りになっ

ており、再処理ルールに基づく書類の授受が記録として管理されていな

い。 

（問題点⑧：法令等に基づく申請等を適切に行うための業務管理の不足）

④再処理ルールにおいて、作業安全課が所掌する法令等の一覧の記載はあ

るが、添付されている様式等において、電波法を対象に管理を行える仕

組みになっていない。 

（問題点⑨：仕組みの不足５）

⑤再処理ルールが規定している内容では、作業安全課が実施すべき申請手

続きの進捗管理ができる仕組みになっていない。

（問題点⑩：仕組みの不足６） 

（２）濃縮

申請漏れが確認された高周波利用設備５設備全てが申請手続きに移行で

きていないことが確認されたが、調達段階の業務プロセスであげた問題点

の他に以下の問題点がある。

①ウラン濃縮工場ルールでは、許可申請や廃止届が必要であること、およ

び、手続きの計画、実績確認のルールが規定されていない。 

（問題点⑪：仕組みの不足７）

②研究開発棟では、許可申請等に係るルールがない。

（問題点⑫：仕組みの不足８） 

（３）厨房

申請漏れが確認された高周波利用設備２１設備全てが申請手続きに移行

できていないことが確認されたが、調達段階の業務プロセスであげた問題

点の他に以下の問題点がある。

①厨房では、許可申請等に係るルールがない。 

（問題点⑫：仕組みの不足８）

３．５ 高周波利用設備の許可取得後の問題点

高周波利用設備の許可取得後の問題点が、以下のとおり確認された。

（１）再処理

再処理ルールでは、「官庁から受領した申請書等について、資料センター

（注：社内の倉庫）に保管する」と規定しているが、電波法施行規則第四

十五条の三（備付けを要する書類）では、「高周波利用設備の設置者は、高

周波利用設備の許可状等の書類を当該設備の設置場所に備え付けておかな

ければならない。」（電波法施行規則第四十五条の三の規定については、以
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下、【参考】を参照）とされており、再処理ルールは法令要求に合致してい

ないことが確認された。

また、主管課は許可取得実績を作業安全課から口頭で確認して済ませて

いる場合やコピーの受領により確認しているなど、高周波利用設備の使用

開始にあたっての申請書等の運用ルールが明確に定まっていないことも確

認された。

（２）濃縮

濃縮のうち、ウラン濃縮工場ルールでは、「官庁から受領した当社控え（提

出先受付印押印版、写し等）を、関連ファイルに保管する」と規定してお

り、再処理と同様に法令要求に合致していない。また、研究開発棟におい

ては、電波法令に定められた許可状等の備付けを遵守することについて規

定したルールが存在しない。

（３）厨房

厨房において、電波法令に定められた許可状等の備付けを遵守すること

について規定したルールが存在しない。

【参考】電波法施行規則第四十五条の三（備付けを要する書類） 

法第百条第一項の規定による許可を受けた者は、次に掲げる書類を当該設備の

設置場所（移動する設備の場合にあってはその常置場所）に備え付けておかな

ければならない。  

一  高周波利用設備の許可状  

二  高周波利用設備の許可の申請書の添付書類並びに免許規則第二十九条第一

項の変更の申請書の添付書類及び届書の添付書類の写し（免許規則第二十六条

第四項（免許規則第二十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定に

より総合通信局長が提出書類の写しであることを証明したものとする。）  

２  前項の規定により備え付けておかなければならない申請書の添付書類及び

届書の添付書類の写しについては、高周波利用設備の現状を示す書類であって、

総合通信局長の証明を受けたものをもつて、当該写しに代えることができる。

免許規則第二十六条第一項、第二項及び第四項の規定は、この場合における書

類の様式及び証明の申請手続について準用する。  

３  第一項第二号に規定する添付書類の写し及び前項の書類については、電磁

的方法により記録することができる。この場合においては、当該記録を必要に

応じ直ちに表示することができる電子計算機その他の機器を備え付けておか

なければならない。  

４  第三十八条第六項（各号を除く。）の規定は、電子申請等により第一項第

二号に規定する添付書類又は第二項の書類の電磁的記録を提出した高周波利

用設備に準用する。この場合において、第三十八条第六項中「第一項及び第四

項の規定により無線局に備え付けておかなければならない書類のうち次の各

号に掲げるもの」とあるのは「第四十五条の三第一項第二号に規定する添付書

類又は第二項の書類」と、「した無線局」とあるのは「した高周波利用設備」

と、「である無線局」とあるのは「である高周波利用設備」と、「第一号から

第四号まで」とあるのは「第四十五条の三第一項第二号」と読み替えるものと

する。  
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３．６ 信憑性の疑わしい許可状等が確認された経緯

「１．はじめに」に記載したように、東北総合通信局で作成されていない許

可状の存在が認識されていたところ、調査の結果、一部の許可状等において、

申請日と異なる受付印および内容（用語、フォント、様式の仕切り線等）が記

載された正規の許可状等と異なる信憑性が疑われる許可状等が確認された。

（正規の許可状等と異なる点が見られた許可状等）

・高周波利用設備許可状（東高第 21580 号 平成 22 年 1 月 25 日付け） 

・高周波利用設備変更申請書（東高第 21580 号関連、平成 26 年 12 月 1 日 

申請、平成 26 年 12 月 10 日受付） 

これら信憑性の疑わしい許可状等に係る一連の経緯は、以下のとおりである。 

・平成 25 年 4 月 17 日、ガラス固化技術開発建屋に設置する誘導結合プラズマ

発光分光分析装置（以下、「第一装置」という。）の設置にあたり、再処理ル

ールどおり主管課である技術開発研究所が、所定の申請書を作成し、公印を

押捺のうえ、申請課である作業安全課に対し、東北総合通信局に対する高周

波利用設備許可の申請を依頼したが、当該申請は行われなかった。 

・平成 25 年 6 月 14 日、技術開発研究所担当者からの照会に対し、作業安全課

担当者Ａは、第一装置の許可状を東北総合通信局から受領した旨の虚偽の連

絡（電話）をしており、技術開発研究所は、この連絡に基づき、平成 25 年

12 月 25 日に分析測定を開始した。なお、第一装置は、ガラス固化技術開発

建屋の操業に必要な設備であることから、当該建屋の操業日である平成 25

年 11 月 1 日を使用開始日として、平成 26 年 2 月 7 日に他の固定資産ととも

に固定資産登録を行っている。 

・平成 26 年 10 月 2 日、技術開発研究所担当者は、誘導結合プラズマ質量分析

装置（以下、「第二装置」という。）の設置に伴う変更申請書類の作成を行う

ため、作業安全課担当者Ａに対し、変更申請書類に添付する必要のある第一

装置許可状の写しの送付をメールで依頼した。 

・以降、技術開発研究所担当者が再三にわたり上記依頼を催促した結果、作業

安全課担当者Ａから第一装置の許可日、許可番号を空欄のまま変更申請書等

を作成するよう指示を受けたため、平成 26 年 11 月 20 日、技術開発研究所

担当者は、許可番号等を空欄のまま変更許可申請書を作成し、公印を押捺の

うえ、作業安全課に申請を依頼したが、作業安全課担当者Ａは東北総合通信

局への申請を行わなかった。 

・作業安全課担当者Ａは、その後、技術開発研究所から許可状等の提出を頻繁

に求められたことから、平成 27 年 1 月 5 日、信憑性の疑わしい東北総合通

信局の受付印のある高周波利用設備変更申請書（第二装置）の写しを PDF

ファイルで技術開発研究所担当者にメールで送付した。技術開発研究所は、

この写しに押印された東北総合通信局の受付印の日付である平成 26 年 12

月 10 日をもって当該変更が認められたものと理解し、この日付を使用開始

日として、平成 27 年 2 月 3 日固定資産登録を行うとともに、平成 27 年 2

月 6 日に分析測定を開始した。（本写し（PDF ファイル）はサーバーに保管） 

・平成 27 年 1～5 月にかけて、技術開発研究所担当者が、再三に渡り第一装置
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の許可状の写しの送付を作業安全課担当者Ａに依頼した結果、平成 27 年 6

月 1 日、作業安全課担当者Ａは、信憑性の疑わしい高周波利用設備許可状（第

一装置）の写し（PDF）を技術開発研究所担当者にメールで送付した。 

信憑性の疑わしい当該許可状等の作成経緯について、当該手続きに関与した

当時の関係者への聞き取りおよび関係者の使用していた業務用パソコンのデー

タの解析等による調査結果は以下のとおりである。

・当該許可状等は、許可取得の実績（許可番号等）を確認する要求が頻繁に行

われた時期に作業安全課担当者Ａから技術開発研究所担当者へのメールに

より PDF ファイルの形式で送付されたものである。作業安全課担当者Ａはこ

の PDF ファイルは、課内の共通ファイルフォルダのデータから取り出したも

のか、自分の机の中にあった紙形式の当該許可状を PDF 化したものであるか

はっきりした記憶がないと述べている。 

・当該許可状等の原本および PDF のオリジナルファイル（メールに添付された

PDF 以外のファイル）は、作業安全課担当者Ａの PC のファイルには確認で

きなかった。また、当時作業安全課において、当該許可申請等の業務を担当

した者が、作業安全課担当者Ａのみであると特定することはできず、担当し

た可能性のある作業安全課担当者Ａからも信憑性の疑わしい許可状等の作

成について、明確な供述は得られなかった。 

・サーバー等に記憶されている作業安全課担当者Ａの PC の操作履歴および PC

ハードディスクの専門業者による解析、作業安全課が使用する社内 LAN に接

続された複合機ハードディスクの確認の結果、平成 27 年 1 月 4 日～5 日お

よび平成 27年 5月 31日～6月 1日に技術開発研究所担当者に送付されたメ

ールに添付されていた当該許可状等の PDF ファイル名と同名の Word ファイ

ルおよび PDF ファイル等の操作履歴が確認されたが、当該 Word ファイルお

よび PDF ファイルは、複合機のファイルに保管されておらず、作業安全課担

当者Ａの PC のファイルの内容はハードディスクのデータ破損により、確認

できなかった。 

また、当時の作業安全課員全員を対象とした聞き取り調査等により確認され

た当時の作業安全課の職場環境等に関する事項は、以下のとおりである。

・信憑性の疑わしい許可状等の日付の時期（平成 22 年 1 月および平成 26 年

12 月）に電波法に係る申請手続きを担当した者は、平成 22 年 1 月は作業安

全課担当者ＡまたはＢ、平成 26 年 12 月は作業安全課担当者Ａであり、両方

の時期に担当していた者は作業安全課担当者Ａ１名であった。 

・作業安全課では、申請に係る業務への作業安全課長の関与がほとんど認めら

れず、担当者に任せっきりであり、課内会議等による情報共有も行われてい

なかった。 

 以上の事実経過と当時の作業安全課全員に対する聞き取り調査およびPCデー

タ等の確認結果を踏まえると、作業安全課担当者Ａは、平成 25 年 4 月に第一装

置の申請を失念若しくは放置したと疑われる。平成 26 年 10 月の第二装置の変
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更申請については、東北総合通信局への申請を行わなかった。また、第一装置

および第二装置が未申請であることを隠すため、信憑性の疑わしい許可状およ

び変更申請書を作成したと疑われる。

４．再発防止対策

原因調査の結果から、今回の電波法に基づく高周波利用設備の申請漏れ等は、

当社の一連の不適切な管理および事務処理により発生したことが判明した。当

社はこの事実を重く捉え、今後同様の事象を二度と発生させないよう、電波法

に係る許可申請について現状の社内ルールの見直しを速やかに行い、法令に基

づく申請と管理および運用が確実に行われる仕組みを構築する。さらに、電波

法に関する手続の管理に係る新たな全社共通のルールを整備し、法令手続き漏

れの防止に努める。具体的な再発防止策については、以下のとおりである。

４．１ 調達段階の業務プロセスにおける問題点に係る再発防止対策 

調達段階の業務プロセスにおける問題点に対し、以下の対策を講じ、調達段

階において電波法に基づく許可申請等の必要性に係る情報提供を調達先から確

実に受ける仕組みを構築するとともに、当社側からも法令に基づく手続きの必

要性について能動的に確認できるよう改善する。

（１）再処理 

①「再処理事業部 調達管理要領」では、調達先へ許認可条件・指示事項

を熟知して遵守すること等を要求しているが、関係法令全般に係るもの

であり、電波法に係る許可申請等の手続きが必要であることを明確に要

求できておらず、「再処理事業部 調達管理要領」で要求している提出図

書では情報提供の結果を残す書類を統一しておらず、情報提供を受けた

結果が確認できなかったため、許可申請等の官庁手続が必要な項目を調

達先に要求し、提出図書として提出させることを追加し、早急に改正す

る。

（問題点②、③に対する対策） 

②主管課に電波法に対する知識、認識がなく、調達段階および「法手続計画・

実績一覧表」の計画策定時および実績確認時等の段階において、電波法に

基づく許可を受ける必要があることに気付けなかったため、「法手続計

画・実績一覧表」の計画策定時および実績確認時等の段階において、複数

の人間でチェックを行うと共に、作業安全課長が承認を行うことを再処理

ルールに明記する。なお、本対策は、（４）①の対策と併せて実施する。 

（問題点④に対する対策） 

（２）濃縮 

①「購買文書作成の手引き」では、調達先へ許認可取得にあたり協力する

ことおよび許認可条件・指示事項を熟知して遵守することを要求してい

るが、関係法令全般に係るものであり、電波法に係る許可申請等の手続

きが必要であることを明確に要求できておらず、また、要求している提

出図書では情報提供の結果を残す書類を統一しておらず、情報提供を受
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けた結果が確認できなかったため、許可申請等の官庁手続が必要な項目

を調達先に要求し、提出図書として提出させることを追加し、早急に改

正する。 

（問題点②、③に対する対策） 

②主管課に電波法に対する知識、認識がなく、調達段階および許可申請の

段階で電波法に基づく許可を受ける必要があることに気付けなかったた

め、ウラン濃縮工場について、「ウラン濃縮工場 官庁等手続業務要領」

に「法手続計画・実績一覧表」を追加し、計画策定時および実績確認時

等の段階において、複数の人間でチェックを行うと共に、主管課長が承

認を行う旨を明記する。 

（問題点④に対する対策）

③研究開発棟では、電波法に対する知識、認識がなく、調達段階および許

可申請の段階で電波法に基づく許可を受ける必要があることに気付けな

かったため、高周波利用設備の申請等に係るルールとして、新たに「ウ

ラン濃縮技術開発センター 官庁等手続業務手順書」を制定し、この中

で「法手続計画・実績一覧表」を定め、計画策定時および実績確認時等

の段階において、複数の人間でチェックを行うと共に、主管課長が承認

を行う旨を明記する。 

（問題点④に対する対策）

④研究開発棟では、高周波利用設備の申請等に係るルールがなかったため、

新たに「ウラン濃縮技術開発センター 官庁等手続業務手順書」を制定

し、許可申請を実施する部署を明確に規定する。 

（問題点⑤に対する対策） 

（３）厨房 

①「資材契約事務要則」は、調達先へ許認可取得にあたり協力することを要

求しているが、関係法令全般に係るものであり、電波法に係る許可申請等

の手続きが必要であることを調達段階の契約書類（仕様書など）で明確に

要求できておらず、また、調達段階において要求していた提出図書では情

報提供の結果を残す書類を統一しておらず、情報提供を受けた結果が確認

できなかったため、高周波利用設備の申請等に係るルールとして、｢高周

波利用設備申請マニュアル｣を新たに制定し、調達段階の契約書類（仕様

書など）において、許可申請等の官庁手続が必要な項目を調達先に要求し、

提出図書として提出させることを規定する。 

（問題点②、③に対する対策） 

②主管課において、電波法に基づく許可申請等の手続きが行われず、必要な

許可を受けていない場合、その事実を確認する仕組みがなかったため、高

周波利用設備の申請等に係るルールとして、新たに「高周波利用設備申請

マニュアル」を制定し、この中で「法手続計画・実績一覧表」を定め、計

画策定時および実績確認時等の段階において、複数の人間でチェックを行

うと共に、経営本部人事部従業員サポートＧＬ（注：課長相当の管理職）

が承認を行う旨を明記する。 
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（問題点④に対する対策） 

③厨房の高周波利用設備の申請については、社内ルールにおいて明確に規定さ

れていなかったため、食堂運営主管部門（経営本部人事部従業員サポートＧ）

が実施することを「高周波利用設備申請マニュアル」で規定する。 

（問題点⑤に対する対策）

（４）（１）、（２）、（３）に係る全社共通 

①全社で実施しているコンプライアンス教育に今回の事例を追加するとと

もに、安全文化や法令遵守（意識）に係るアンケートにより定着状況を確

認していく。 

また、電波法に係る法令手続管理を確実に実施するための全社共通規定と

して、「電波法手続要則」を新たに制定し、毎年度、全社を対象に申請対

象の有無、申請状況の確認を行う。

（問題点①、④に対する対策） 

特に、今回の申請漏れに関係した部署については、電波法について教育を

実施する。 

②「資材契約事務要則」および「再処理事業部 調達管理要領」等の規定類

では、調達先へ許認可取得にあたり協力することおよび許認可条件・指示

事項を熟知して遵守することを要求しているが、関係法令全般に係るもの

であり、電波法に係る許可申請等の手続きが必要であることを明確に要求

できていなかったため、電波法に基づく許可申請が必要な物品のリストを

作成するとともに、許可申請を実施する部署を「電波法手続要則」で規定

する。 

（問題点②、⑤に対する対策） 

４．２ 許可申請等の段階の業務プロセスにおける問題点に係る再発防止対策 

許可申請等の段階の業務プロセスにおける問題点に対し、以下の対策を講じ、

許可申請等の手続きの実施状況の把握等の業務管理を確実に実施する仕組みを

構築することにより、再発防止を図る。

（１）再処理

①再処理ルールの「法手続計画・実績一覧表」において、作業安全課内で

の確認および作業安全課長の承認を得ることを規定しておらず、進捗等

の管理が行なわれていなかったため、計画策定時および実績確認時等の

段階において、複数の人間でチェックを行うと共に、作業安全課長が承

認を行うことを再処理ルールに明記する。 

（問題点⑥、⑦に対する対策）

②再処理ルールにおいて、法令に基づく許可申請等の書類の授受を記録と

して管理することを規定していなかったため、電波法の許可申請等の依

頼および許可実績に係る確認は、主管課と作業安全課の課長間で、書類

によるやり取りによって行うことを再処理ルールに明記する。

（問題点⑧に対する対策）

③再処理ルールでは添付の様式で記載の法令は例示としていたため、電波
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法を対象に管理を行うことが明確ではなかったため、「法手続計画・実績

一覧表」の様式については、作業安全課が所管する法令全てを対象とし

て示し、電波法が管理対象であることを明確にする。 

（問題点⑨に対する対策）

④再処理ルールにおける「法手続計画・実績一覧表」計画策定および実績

確認を行なうことは規定していたが、申請および許可を受けた都度進捗

を確認することは規定していなかったため、計画策定時および実績確認

時等の段階において、申請および許可を受けた都度進捗管理を行なうこ

とを明記する。 

（問題点⑩に対する対策）

また、①～④について改正手続きの後、関係者への教育を実施する。 

（２）濃縮

①ウラン濃縮工場ルールについて、高周波利用設備変更許可申請のみが対

象となっていることから、電波法が定める高周波利用設備許可申請や廃

止届も漏れなく対象とする。また、濃縮ルールの適用範囲が、定期報告

となっていることから、「許可、変更等の申請、届出および定期報告」を

対象とするよう改正するとともに、「法手続計画・実績一覧表」を追加し、

計画策定時および実績確認時等の段階において、複数の人間でチェック

を行い、主管課長が承認を行う旨を明記する。

（問題点⑪に対する対策）

②研究開発棟について、高周波利用設備の申請等に係るルールがなかった

ため、「許可、変更等の申請、届出および定期報告」を対象としたルール

として、新たに「ウラン濃縮技術開発センター 官庁等手続業務手順書」

を制定し、この中で「法手続計画・実績一覧表」の計画策定時および実

績確認時等の段階において、複数の人間でチェックを行い、主管課長が

承認を行う旨を明記する。

（問題点⑫に対する対策）

（３）厨房

①高周波利用設備の申請等に係るルールがなかったため、「高周波利用設備

申請マニュアル」を新たに制定し、この中で、「法手続計画・実績一覧表」

の計画策定時および実績確認時等の段階において、複数の人間でチェッ

クを行うとともに、従業員サポートＧＬが承認を行う旨を明記する。 

（問題点⑫に対する対策）

上記の対策を実施することにより、申請漏れが発生した直接的な問題点の

再発を防止することが可能であると考える。 

４．３ 高周波利用設備の許可取得後の問題点に係る再発防止対策

原因調査の過程で確認された高周波利用設備の許可取得後の問題点に対し、

以下の対策を講じる。
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（１）再処理

再処理ルールでは、法令に基づく許可状等については、原本の毀損、滅

失、紛失防止の観点から資料センター（社内の倉庫）に保管することと規

定し、法令要求事項（備付けを要する書類）を適切に反映していなかった

ため、「官庁から受領した許可状等について、速やかに当該高周波利用設備

に備え付ける。」および「官庁から受領した許可状等を当該高周波利用設備

に備え付けたことをもって当該設備の使用を開始する。」ことを再処理ルー

ルで明記し、改正するとともに関係者に教育を実施する。

（２）濃縮

ウラン濃縮工場ルールでは、法令に基づく許可状等については、原本の

毀損、滅失、紛失防止の観点から関連ファイルに保管することと規定し、

法令要求事項（備付けを要する書類）を適切に反映していなかったため、「官

庁から受領した許可状等について、速やかに当該高周波利用設備に備え付

ける。」および「官庁から受領した許可状等を当該高周波利用設備に備え付

けたことをもって当該設備の使用を開始する。」ことをウラン濃縮工場ルー

ルで明記し、改正するとともに関係者に教育を実施する。

また、研究開発棟では、許可状等の備付けに係るルールがなかったため、

高周波利用設備の申請等に係るルールとして、新たに「ウラン濃縮技術開

発センター 官庁等手続業務手順書」を制定し、「官庁から受領した許可状

等について、速やかに当該高周波利用設備に備え付ける。」および「官庁か

ら受領した許可状等を当該高周波利用設備に備え付けたことをもって当該

設備の使用を開始する。」ことを明記し、関係者に教育を実施する。

（３）厨房

許可状等の備付けに係るルールがなかったため、新たに「高周波利用設

備申請マニュアル」を制定し、「官庁から受領した許可状等について、速や

かに当該高周波利用設備に備え付ける。」および「官庁から受領した許可状

等を当該高周波利用設備に備え付けたことをもって当該設備の使用を開始

する。」ことを明記し、関係者に教育を実施する。

５．おわりに

今回の高周波利用設備の申請漏れにつきまして、ご迷惑をおかけしたことを

お詫び申し上げます。 

今後は、安全を最優先とする当社の経営方針を踏まえ、法令遵守をはじめと

するコンプライアンスの徹底と再発防止に全社をあげて取組んでまいります。 

なお、新たな事実または新たな対策を要することが必要となった場合、もし

くは執ることが判明した場合は、直ちに報告いたします。 

以 上 



未申請設備一覧
添付資料－１

No. 設置場所 機器の型式または名称 製造番号 使用周波数 高周波出力 設置時期（※1） 使用開始日（※2） 使用期間 使用停止年月日

1
第１低レベル廃棄物貯蔵建屋
ＦＤ－Ｗ０１０７

半導体式低ﾉｲｽﾞｳｴﾙﾀﾞｰ
YTH-600

90561 27.12MHz 0.6kW 平成20年7月4日 平成20年7月4日 7年9ヶ月 平成28年3月16日

2
分析建屋　第13分析室
（Ｙ０５３２室）

高周波シーラー
KTW－300Ｂ

130330 40.46MHz 3kW 平成13年3月31日 平成13年3月31日 11年6ヶ月 平成24年8月31日

3 出入管理建屋 灰化室
マイクロ波分解装置
TOP WAVE

912A107 2450MHz 1450W 平成21年3月25日 平成21年8月31日 6年7ヶ月 平成28年3月14日

4 出入管理建屋 灰化室
マイクロ波分解装置
TOP WAVE

912A106 2450MHz 1450W 平成22年3月26日 平成22年10月31日 5年4ヶ月 平成28年3月14日

5 出入管理建屋 灰化室
マイクロ波灰化装置
Qash1800

09-1003 2450MHz 1800W 平成21年3月25日 平成21年8月31日 6年7ヶ月 平成28年3月14日

6 出入管理建屋 灰化室
マイクロ波灰化装置
Qash1800

10-1001 2450MHz 1800W 平成22年3月26日 平成22年10月31日 5年4ヶ月 平成28年3月14日

7 出入管理建屋 バイオアッセイ分析室
誘導結合プラズマ質量分析装置
SPQ9700Ⅱ

10800134000001 27.12MHz 1600W 平成24年3月30日 平成24年10月31日 3年4ヶ月 平成28年3月14日

8
ガラス固化体受入れ建屋
ＥＡ－Ｇ０１２５

高周波加熱器
THF-400

931125 2.5MHz 400W 平成7年1月1日 平成7年1月1日 使用実績無し 平成28年3月22日

9
ガラス固化体貯蔵建屋
ＥＢ－Ｇ０１６２

高周波シーラー
KTW-300B

950619 40.46MHz 3kW 平成7年6月20日 平成7年6月20日 10年0ヶ月 平成28年3月15日

10 技術開発研究所
マイクロ波プラズマ発光分光分析装置
Agilent 4100 MP-AES

AU11420041 2450MHz 1000W 平成24年1月20日 平成25年5月28日 2年4ヶ月 平成27年9月16日

11 技術開発研究所
高周波シーラー
KTW-300B

130406 40.46MHz 3kW 平成13年3月30日 平成13年3月30日 9年6ヶ月 平成22年10月1日

12 再処理建設事務所
高周波シーラー
YTH-06型

90424 27.12MHz 600W 平成18年3月31日 平成18年3月31日 10年0ヶ月 平成28年3月16日

13 ガラス固化技術開発建屋
誘導結合プラズマ発光分光分析装置
SPS3520V-DD

10700393000011 27.12MHz 1.6kW 平成25年10月15日 平成25年11月1日 2年4ヶ月 平成28年3月8日

14 ガラス固化技術開発建屋
誘導結合プラズマ質量分析装置
NexION300S

81SN4041101 40MHz 1.5kW 平成26年10月31日 平成26年12月10日 1年2ヶ月 平成28年2月25日

15
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋
ＦＡ－Ｙ０２１５

スイーブ型超音波洗浄機
USV-400Z26CS

U-B4050 26kHz 400W 平成14年9月19日 平成14年9月19日 7年10ヶ月 平成22年7月23日

1 ウラン濃縮工場
高周波シーラー
(高周波ウェルダー)

92817 40-46MHz 3KW 平成4年9月24日 平成4年9月24日 約24年 平成28年3月18日

2 ウラン濃縮工場 超音波洗浄器 89015-1 28KHz 100W 平成4年3月1日 平成4年3月1日 約24年 平成28年3月18日

3 ウラン濃縮工場 超音波洗浄器 89015-10 28KHz 100W 平成4年3月1日 平成4年3月1日 約24年 平成28年3月18日

4 研究開発棟
分析装置
(高周波プラズマ発光分光分析装置)

069N0041901 40MHz 750～1500W 平成12年11月30日 平成12年12月4日 約16年 平成28年3月17日

5 研究開発棟 高周波シーラー 04B10A0785 40.46MHz 3KW 平成16年9月10日 平成16年9月10日 約12年 平成28年3月17日

1 濃縮・埋設事務所 ＩＨテーブル 不明 不明 不明 平成4年8月1日 平成4年8月1日 約24年 平成28年3月23日

2 濃縮・埋設事務所 ＩＨテーブル Q04116030034   59.85kHz　/42.35kHz

0～0.09kw(断続)
0.09～0.822kw(連続)

0～0.25kw(断続)
0.25～4.8kw(連続)

平成28年3月26日 未使用 未使用 未使用

3 事務本館
電磁中華レンジ
HCR-600NSP

C032999 42.35kHz 4.7kw 平成11年11月1日 平成11年11月1日 約17年 平成28年3月23日

4 事務本館
ＩＨローレンジ
TIH-L5

909004 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成11年11月1日 平成11年11月1日 約17年 平成28年3月23日

5 事務本館
ＩＨローレンジ
TIH-L5

909007 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成11年11月1日 平成11年11月1日 約17年 平成28年3月23日

6 事務本館
ＩＨローレンジ
TIH-L5

不明 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成11年11月1日 平成11年11月1日 約17年 平成28年3月23日

7 事務本館
ＩＨローレンジ
TIH-L5NI

1603-237DD 32kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成28年3月26日 未使用 未使用 未使用

8 事務本館
ＩＨクッキングヒーター
TIH-S55

909011 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成11年11月1日 平成11年11月1日 約17年 平成28年3月23日

9 再処理事務所
ＩＨローレンジ
MIR-5BL

G052349 42.5kHz 4.7kw 平成16年2月23日 平成16年2月23日 約12年 平成28年3月23日

10 再処理事務所
ＩＨコンロ
FIC9060100F

Q0493X058 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成16年2月23日 平成16年2月23日 約12年 平成28年3月23日

11 再処理事務所
ＩＨコンロ
FIC9060100F

Q0493X059 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成16年2月23日 平成16年2月23日 約12年 平成28年3月23日

12 再処理事務所
ＩＨコンロ
FIC9060100F

Q0493X060 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成16年2月23日 平成16年2月23日 約12年 平成28年3月23日

13 再処理事務所
ＩＨコンロ
FIC9060100F

Q0493X061 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成16年2月23日 平成16年2月23日 約12年 平成28年3月23日

14 再処理事務所
ＩＨテーブル
FIC156015TB

Q04109040656 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

15 再処理事務所
ＩＨローレンジ
FICL606050B

Q04309040704 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

16 再処理事務所
ＩＨローレンジ
FICL606050B

Q04309040705 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

17 再処理事務所
ＩＨローレンジ
FICL606050B

Q04309040706 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

18 再処理事務所
ＩＨローレンジ
FICL606050B

Q04309040707 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

19 再処理事務所
ＩＨローレンジ
FICL606050B

Q04309040708 42.35kHz

0～0.25kw
(断続発振)
0.25～4.8kw
(連続発振)

平成21年5月25日 平成21年5月25日 約7年 平成28年3月23日

20 レイクタウン寮２番館
ＩＨローレンジ
TIH-L5

N9602004 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成8年4月1日 平成8年4月1日 約20年 平成28年3月23日

21 レイクタウン寮３番館
ＩＨローレンジ
TIH-L5

N9602005 22kHz～42kHz

0～0.9kw
(断続発振)
1～4.5kw
(連続発振)

平成8年4月1日 平成8年4月1日 約20年 平成28年3月23日

経
営
本
部

（
厨
房

）

濃
縮
事
業
部

再
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理
事
業
部

※1　設置時期については、｢固定資産台帳」の｢竣工日｣を記載。
※2　使用開始日について、｢固定資産台帳｣の｢使用開始日｣を記載。


